
(令和４年度）

◎保険料の計算

２年ごとに大阪府後期高齢者医療広域連合が保険料率及び賦課限度額を見直します。

令和４年度は下記のとおりとなっています。（均等割額・所得割額が改定されています。）

※

主な「賦課のもととなる所得金額」の算定方法
１）給与の場合 （給与収入金額－給与所得控除額）－基礎控除額（４３万円）
２）公的年金の場合 （年金収入金額－公的年金等控除額）－基礎控除額（４３万円）
３）その他の場合 （収入金額－必要経費）－基礎控除額（４３万円）

・複数の所得がある場合、基礎控除額の適用は一度のみとなります。

◎保険料の軽減

① 被保険者均等割額の軽減

世帯の所得水準に応じて保険料の被保険者均等割額（５４,４６１円）が軽減されます。

①

②

③

(注)

※

※

※ 世帯主が被保険者でない場合でも、その世帯主の所得が軽減判定の対象となります。

② 会社の健康保険などの被扶養者であった方の保険料の軽減

※ 国民健康保険・国民健康保険組合に加入されていた方は対象となりません。
※

　後期高齢者医療制度に加入する日の前日において、会社の健康保険や共済組合、船員保
険の被扶養者であった方は、所得割は課されず、資格取得後２年間は被保険者均等割額
も５割軽減されます。

世帯の所得が低く、被保険者均等割額の７割軽減に該当の方は、そちらが優先されま
す。

世帯（同一世帯内の被保険者と世帯主）の総所得金額等が、基礎控除額（４
３万円）＋５２万円×（被保険者数）＋１０万円×（給与所得者等の数
（注）－１）を超えないとき

２割

給与所得等とは次のいずれかの条件を満たす方になります。
　（１）給与等の収入額が５５万円を超える方
　（２）６５歳未満かつ公的年金等収入金額が６０万円を超える方
　（３）６５歳以上かつ公的年金等収入金額が１２５万円を超える方
軽減に該当するかどうかを判定するときの総所得金額等には、専従者控除、譲渡所得の特
別控除の税法上の規定は適用されません。
国民健康保険と同様、当分の間、年金収入につき公的年金等控除を受けた６５歳以上の方
については、公的年金等に係る所得金額から１５万円が控除されます。

賦課のもととなる所得金額は、前年の総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計
算される所得の金額の合計額から基礎控除額４３万円を控除した額です。（雑損失の繰越控除額
は控除しません。）

所得の判定区分 軽減割合

世帯（同一世帯内の被保険者と世帯主）の総所得金額等が、基礎控除額（４
３万円）＋１０万円×（給与所得者等の数（注）－１）を超えないとき

７割

世帯（同一世帯内の被保険者と世帯主）の総所得金額等が、基礎控除額（４
３万円）＋２８万５千円×（被保険者数）＋１０万円×（給与所得者等の数
（注）－１）を超えないとき

５割

保険料（年額）

賦課限度額６６万円

被保険者均等割額 所得割額

 ＝ 被保険者１人当たり ＋ 賦課のもととなる所得金額※

５４，４６１円 ×　所得割率１１.１２％

後期高齢者医療制度保険料額について


